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１．18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月中間期 703 (△11.9) △7 (－) 5 (－)

17年６月中間期 798 (25.8) △17 (－) △10 (－)

17年12月期 1,561  △108  △79  

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 28 (－) 2 66

17年６月中間期 △30 (－) △2 86

17年12月期 △122  △11 52

（注）①期中平均株式数 18年６月中間期 10,739,518株 17年６月中間期 10,651,533株 17年12月期 10,679,122株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 1,286 896 69.7 83 50

17年６月中間期 1,337 953 71.3 89 22

17年12月期 1,264 867 68.6 80 80

（注）①期末発行済株式数 18年６月中間期 10,741,507株 17年６月中間期 10,688,827株 17年12月期 10,731,507株

②期末自己株式数 18年６月中間期 473,293株 17年６月中間期 457,973株 17年12月期 473,293株

２．18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 1,393 50 43

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　4円00銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

17年12月期 － － － － －

18年12月期（実績） － － － － －

18年12月期（予想） － － － － －

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は経済情勢等様々

な不確定要因により、これらの予想数値と異なる場合があります。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金 ※２ 502,720   516,706   541,378   

２　売掛金  161,088   134,582   145,102   

３　たな卸資産  900   326   479   

４　その他  26,986   87,949   61,687   

貸倒引当金  △4,608   △4,301   △4,577   

流動資産合計   687,088 51.4  735,263 57.1  744,069 58.9

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1) 土地  116,692   116,692   116,692   

(2) その他  40,557   30,087   36,012   

有形固定資産合計  157,250   146,779   152,704   

２　無形固定資産           

(1) ソフトウェア  143,153   17,508   163,950   

(2) その他  9,686   6,919   8,833   

無形固定資産合計  152,840   24,427   172,784   

３　投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  149,858   8,720   9,620   

(2) 関係会社株式  45,000   241,000   55,000   

(3) 長期貸付金  149,000   50,000   63,000   

(4) 敷金・差入保証
金

 34,846   32,832   33,584   

(5) その他  53,225   52,202   53,567   

貸倒引当金  △91,145   △4,493   △20,273   

投資その他の資産合計  340,785   380,260   194,498   

固定資産合計   650,875 48.6  551,468 42.9  519,987 41.1

資産合計   1,337,963 100.0  1,286,731 100.0  1,264,056 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金  80,987   62,876   59,261   

２　短期借入金  ―   117,000   75,100   

３　１年以内返済予定
の長期借入金

※２ 40,000   40,000   40,000   

４　未払金  72,680   25,591   74,932   

５　未払法人税等  1,624   4,874   5,472   

６　返品調整引当金  110   ―   110   

７　その他 ※３ 63,448   51,830   35,821   

流動負債合計   258,851 19.3  302,172 23.5  290,700 23.0

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 ※２ 120,000   80,000   100,000   

２　退職給付引当金  5,207   7,298   5,550   

３　その他  300   310   652   

固定負債合計   125,507 9.4  87,609 6.8  106,203 8.4

負債合計   384,358 28.7  389,781 30.3  396,903 31.4

(資本の部)           

Ⅰ　資本金   507,171 37.9  ― ―  511,983 40.5

Ⅱ　資本剰余金           

１　資本準備金  133,948   ―   138,740   

２　その他資本剰余金           

(1) 資本準備金減少
差益

 409,264   ―   409,264   

(2) 自己株式処分差
益

 441   ―   441   

資本剰余金合計   543,653 40.7  ― ―  548,445 43.4

Ⅲ　利益剰余金           

１　中間(当期)未処理
損失

 30,450   ―   122,991   

利益剰余金合計   △30,450 △2.3  ― ―  △122,991 △9.7

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  △71 △0.0  ― ―  513 0.0

Ⅴ　自己株式   △66,697 △5.0  ― ―  △70,796 △5.6

資本合計   953,604 71.3  ― ―  867,153 68.6

負債・資本合計   1,337,963 100.0  ― ―  1,264,056 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（純資産の部）   

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  ― ― 512,823 39.8  ― ―

２　資本剰余金         

 (1)資本準備金  ―   139,580   ―   

 (2)その他資本剰余金  ―   409,705   ―   

 資本剰余金合計  ―  549,285 42.7  ― ―

３　利益剰余金         

 (1)その他利益剰余金         

 繰越利益剰余金  ―   △94,377   ―   

 利益剰余金合計  ―  △94,377 △7.3  ― ―

４　自己株式  ―  △70,796 △5.5  ― ―

株主資本合計  ― ― 896,933 69.7  ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評
価差額金

 ― ― 15 0.0  ― ―

評価・換算差額等合
計

 ― ― 15 0.0  ― ―

純資産合計  ― ― 896,949 69.7  ― ―

負債純資産合計  ― ― 1,286,731 100.0  ― ―
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   798,632 100.0  703,709 100.0  1,561,207 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  314,709 39.4  228,918 32.5  582,869 37.3

売上総利益   483,923 60.6  474,790 67.5  978,338 62.7

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

※１  501,086 62.7  482,558 68.6  1,087,246 69.7

営業損失   17,162 △2.1  7,768 △1.1  108,908 △7.0

Ⅳ　営業外収益 ※２  30,296 3.8  16,120 2.3  48,284 3.1

Ⅴ　営業外費用 ※３  23,358 3.0  2,660 0.4  19,152 1.2

経常利益又は経常
損失(△)

  △10,224 △1.3  5,691 0.8  △79,776 △5.1

Ⅵ　特別利益 ※４  542 0.1  25,875 3.7  2,199 0.1

Ⅶ　特別損失 ※５  17,502 2.2  355 0.1  38,881 2.5

税引前中間純利益
又は税引前中間(当
期)純損失(△)

  △27,183 △3.4  31,211 4.4  △116,457 △7.5

法人税、住民税及
び事業税

  3,267 0.4  2,597 0.4  6,534 0.4

中間純利益又は中
間(当期)純損失
(△)

  △30,450 △3.8  28,614 4.0  △122,991 △7.9

前期繰越損失   ―   ―   ―  

中間(当期)未処理
損失

  30,450   ―   122,991  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計繰越利益剰

余金

平成17年12月31日　残高

（千円）
511,983 138,740 409,705 548,445 △122,991 △122,991 △70,796 866,639

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円） 840 840  840    1,680

中間純利益（千円）     28,614 28,614  28,614

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（千円）

        

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
840 840 ― 840 28,614 28,614 ― 30,294

平成18年６月30日　残高

（千円）
512,823 139,580 409,705 549,285 △94,377 △94,377 △70,796 896,933

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成17年12月31日　残高

（千円）
513 513 867,153

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円）   1,680

中間純利益（千円）   28,614

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（千円）

△498 △498 △498

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△498 △498 29,796

平成18年６月30日　残高

（千円）
15 15 896,949
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定)

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定)

②　その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

①　商品

　移動平均法による原価法を

採用しております。

(2) たな卸資産

①　商品

同左

(2) たな卸資産

①　商品

同左

②　仕掛品

　個別法による原価法を採用

しております。

②　仕掛品

同左

②　仕掛品

同左

③　貯蔵品

　最終仕入原価法による原価

法を採用しております。

③　貯蔵品

同左

③　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

　ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

定額法

　なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

　ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

　定額法

　なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

(2) 返品調整引当金

　売上済商品の中間会計期間末日

後の返品損失に備えるため、経験

率に基づき計上しております。

 

 

(2) 返品調整引当金

　売上済商品の決算期末日後の返

品損失に備えるため、経験率に基

づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当中間会計期間末における退職給

付債務及び年金資産の見込み額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。

(2) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当会計期間末における退職給付債

務及び年金資産の見込み額に基づ

き計上しております。

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、当該処理に

よっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　デリバティブ取引

　(金利スワップ)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

同左

　ヘッジ対象

　キャッシュ・フローを固定化

することにより、相場変動等に

よる損失の可能性が回避される

もの

　ヘッジ対象

同左

　ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

　金利変動リスクの減殺並びに金

融費用の低減を目的とし、デリバ

ティブ取引の執行と管理に関する

権限・責任・実務内容等を定めた

内規に基づいた運用を実施してお

ります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の時価

変動額比率によって有効性を評価

し、６ヶ月毎に有効性の検証を実

施しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は税抜方式によってお

ります。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

────── １.固定資産の減損に係る会計基準

 　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年8月

9日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会平成　15年10月31日　企業会計基

準適用指針第6号)を適用しておりま

す。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

 ──────

 

 

 

２.貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準

　当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。

　従来の資本の部の合計に相当する金

額は896,949千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間まで「無形固定資産」として表示してい

たソフトウェア(前中間期28,756千円)は、資産の総額の100

分の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記するこ

ととしました。

　前中間会計期間まで流動負債の「その他」として表示し

ていた未払金(前中間期55,404千円)は、負債・資本の総額

の100分の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記

することとしました。

 ──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末
(平成17年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

48,855千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

54,286千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

53,853千円

※２　担保資産

　このうち、下記のとおり借入金の担保

に供しております。

※２　担保資産

　このうち、下記のとおり借入金の担保

に供しております。

※２　担保資産

　このうち、下記のとおり借入金の担保

に供しております。

(1) 担保差入資産

定期預金
100,030千円

(2) 担保付借入金

１年以内返済予定の

長期借入金

40,000千円

長期借入金 120,000千円

(1) 担保差入資産

定期預金
100,046千円

(2) 担保付借入金

１年以内返済予定の

長期借入金

40,000千円

長期借入金 80,000千円

(1) 担保差入資産

定期預金
100,038千円

(2) 担保付借入金

1年以内返済予定の

長期借入金

40,000千円

長期借入金 100,000千円

※３　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

※３　消費税等の取扱い

同左

※３　　　 　──────

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１　減価償却実施額 ※１　減価償却実施額 ※１　減価償却実施額

有形固定資産 3,752千円

無形固定資産 9,318千円

有形固定資産 4,273千円

無形固定資産 16,004千円

有形固定資産 8,750千円

無形固定資産 28,100千円

※２　営業外収益の主要項目 ※２　営業外収益の主要項目 ※２　営業外収益の主要項目

受取利息 747千円

投資有価証券売却益 18,857千円

不動産賃貸料 3,392千円

受取手数料 3,570千円

受取利息 1,113千円

投資有価証券売却益 1,209千円

不動産賃貸料 5,838千円

受取手数料 7,293千円

受取利息 1,540千円

投資有価証券売却益 27,884千円

不動産賃貸料 7,204千円

受取手数料 6,761千円

※３　営業外費用の主要項目 ※３　営業外費用の主要項目 ※３　営業外費用の主要項目

支払利息 2,401千円

貸倒引当金繰入額 19,337千円

支払利息 2,133千円 支払利息 4,483千円

貸倒引当金繰入額 12,156千円

※４　　　　　────── ※４　特別利益の主要項目 ※４　　　 　──────

関係会社株式売却益 25,000千円

※５　特別損失の主要項目 ※５　　　　　────── ※５　特別損失の主要項目

関係会社株式評価損 12,000千円

役員退職慰労金 5,502千円

関係会社株式評価損 29,863千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 473,293 ― ― 473,293

合計 473,293 ― ― 473,293

①　リース取引

 

　　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

 

②　有価証券

　前中間会計期間(平成17年６月30日現在)、当中間会計期間(平成18年６月30日現在)及び前事業年度(平成17年12

月31日現在)のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 89円 22銭

１株当たり中間純損失 2円 86銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
  ―  

１株当たり純資産額 83円 50銭

１株当たり中間純利益 2円 66銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
2円 65銭

１株当たり純資産額 80円 80銭

１株当たり当期純損失 1円 52銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
  ―  

　なお、中間純損失を計上しているた

め潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の記載をしておりません。

   なお、当期純損失を計上しているた

め潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の記載をしておりません。

　（注）　１株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(中間)純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１株当たり中間純利益又は中間（当期）

純損失金額
   

中間純利益又は中間（当期）純損失

(△)（千円）
△30,450 28,614 △122,991

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る中間純利益又は

中間（当期）純損失(△)（千円）
△30,450 28,614 △122,991

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,651 10,739 10,679

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額（千円） ― ― ―

普通株式増加数（千株） ― 71 157

（うち新株予約権(千株)）  (―) (71) (157)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要

 新株予約権５種類

(新株予約権の数509個)

  新株予約権４種類

(新株予約権の数384個)

  新株予約権６種類

(新株予約権の数486個)
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  １ストックオプション

　当社は、平成18年1月31日開催の取締

役会において、商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定による新株予約権を当

社,子会社の取締役・監査役・従業員及

び当社顧問で、当社取締役会にて承認

されたもの（第20回定時株主総会決議

の日以降に就任又は就職するものを含

む。）に対し、無償にて発行すること

を決議しております。

　なお、ストックオプション制度の詳

細は、「第4提出会社の状況　１　株式

の状況（7）ストックオプション制度の

内容」に記載しております。

  ２重要な会社分割

　当社は、平成18年３月６日開催の取

締役会において、平成18年3月28日の定

時株主総会に下記の会社分割決議を付

議し株主総会の承認を得ることを条件

として、平成18年4月28日（予定）に、

WEB関連事業部門を会社分割し、当社の

100％出資子会社である株式会社ピーエ

イITソリューションズ（新設会社）に

承継することを決定致しました。

（1）会社分割の目的

　当社は、①経営と執行の分離により

責任明確化、②迅速な意思決定、③よ

り効率的な資産配分を可能とする組織

の構築、④責任と権限委譲による事業

活性化、を目指して参ります。これら

を達成するため、有る程度収益基盤の

確立された事業については分社化して

いく方針をとって参ります。今回当社

ウェブ関連事業を、新たに設立する当

社100％子会社である、株式会社ピーエ

イITソリューションズに承継させます。

これも上記方針に即したもので、事業

子会社として分社することで、担当経

営陣の責任を明確化すると同時に、今

後の事業展開のスピードアップを図る

ものです。なお、今後株式会社ピーエ

イITソリューションズヘの第三者の資

本参加も視野に入れ事業展開して参り

ます。
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前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

  （2）会社分割の方法

　分社型の新設分割

（3）分割期日

　分割計画書承認株主総会

　平成18年3月28日

　分割期日

　平成18年4月28日（予定）

　分割登記

　平成18年4月28日（予定）

（4）分割に際して発行する株式及び割

当

　株式会社ピーエイITソリューション

ズは設立時に株式10,000株を発行し、

その全株式を当社に割当て交付する。

（5）株式会社ピーエイITソリューショ

ンズは、分割に際し、次の権利義務を

承継する。

　①新設会社は、分割期日における当

社のWeb関連事業部門の営業に関する一

切の資産、負債及びこれらに付随する

権利義務を承継致します。なお、債務

の承継については、重畳的債務引受の

方法によります。

　②承継する雇用契約

　承継する雇用契約は存しない。

（6）ウェブ関連事業の経営成績

　（平成17年12月31日現在）

　売上高　　34,927千円

　営業損失　53,820千円

　経常損失　53,820千円 
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